
事 業 概 況 （令和 3年 5月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和 3年度労災保険業務機械処理の令和3年 5月末現在における保険給付支払総額は1,219億円で、前年同期に比べて

2.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が564億円で46.3％と最も大きく、次いで療養補償給付

が423億円で34.7％を占めている。以下、休業補償給付が13.2％、障害補償一時金が3.4％、介護補償給付が1.1％、遺

族補償一時金が0.8％、二次健康診断等給付及び葬祭料がそれぞれ0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が33.3％増、障害補償一時金が12.7％

増、療養補償給付が8.5％増となっているのに対し、葬祭料が14.9％減、遺族補償一時金が7.4％減、介護補償給付が2.7％

減、休業補償給付が1.7％減、年金等給付が1.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が396億円で32.5％、「建設事業」が338億円で27.7％、

「製造業」が281億円で23.0％となっている。以下、「運輸業」が11.2％、「鉱業」が3.0％、「林業」が1.6％、「船舶所

有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が13.4％増、「その他の

事業」が7.6％増、「運輸業」が4.5％増、「漁業」が2.4％増となっているのに対し、「鉱業」が7.9％減、「船舶所有者の

事業」が 6.5％減、「林業」が 5.3％減、「建設事業」が 1.1％減となっている。なお、「製造業」は前年同期と同水準であ

った。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 119,298,148 100.0 2.3 △    121,870,069 100.0 2.2

療 養 補 償 給 付 39,021,978 32.7 5.4 △    42,341,590 34.7 8.5

休 業 補 償 給 付 16,427,893 13.8 1.9 16,145,805 13.2 1.7 △    

障 害 補 償 一 時 金 3,675,353 3.1 12.7 △   4,140,344 3.4 12.7

遺 族 補 償 一 時 金 1,057,687 0.9 1.6 979,873 0.8 7.4 △    

葬 祭 料 275,793 0.2 1.0 234,675 0.2 14.9 △   

介 護 補 償 給 付 1,375,640 1.2 19.5 1,337,978 1.1 2.7 △    

年 金 等 給 付 57,251,540 48.0 1.0 △    56,406,872 46.3 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 212,264 0.2 2.2 282,932 0.2 33.3

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が311億円で55.1％と最も大きく、次いで障害補償

年金が214億円で37.9％、傷病補償年金が39億円で7.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 185 億円で 32.9％、「製造業」が 160 億円で 28.3％、

「その他の事業」が116億円で20.6％となっている。以下、「運輸業」が11.1％、「鉱業」が4.5％、「林業」が1.7％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 119,298,148 100.0 2.3 △    121,870,069 100.0 2.2

林 業 2,034,223 1.7 0.2 △    1,925,470 1.6 5.3 △    

漁 業 341,297 0.3 10.5 △   349,463 0.3 2.4

鉱 業 4,002,191 3.4 7.9 △    3,686,970 3.0 7.9 △    

建 設 事 業 34,168,040 28.6 1.8 △    33,777,730 27.7 1.1 △    

製 造 業 28,060,347 23.5 4.9 △    28,050,621 23.0 0.0

運 輸 業 13,069,740 11.0 0.9 △    13,651,588 11.2 4.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
237,413 0.2 19.0 △   269,132 0.2 13.4

そ の 他 の 事 業 36,838,825 30.9 0.4 △    39,648,331 32.5 7.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 546,072 0.5 0.2 △    510,765 0.4 6.5 △    

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和2年度　2年5月末 令和3年度　3年5月末

令和3年度　3年5月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 21,403,630 31,060,051 3,943,191 56,406,872 100.0

林 業 282,746 662,200 39,256 984,202 1.7

漁 業 53,123 174,019 2,861 230,003 0.4

鉱 業 239,308 1,902,507 408,416 2,550,230 4.5

建 設 事 業 5,813,643 11,292,642 1,430,410 18,536,694 32.9

製 造 業 7,783,447 7,442,105 727,157 15,952,709 28.3

運 輸 業 2,342,112 3,508,179 383,384 6,233,675 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
40,188 109,615 9,585 159,387 0.3

そ の 他 の 事 業 4,808,059 5,881,953 934,533 11,624,546 20.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 41,005 86,831 7,589 135,425 0.2

構 成 比 37.9% 55.1% 7.0% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

 

保 険 料 

 

  令和 3年度労災保険業務機械処理の令和3年 5月末現在における保険料徴収決定済額は501億円で、前年同期に比べて

16.0％増となっている。保険料収納済額は 86 億円で、前年同期に比べて 10.4％増となっている。また、収納率について

みると17.1％となっており、前年同期に比べて0.9ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 334 億円で 66.6％と最も大きく、次いで「その他の事

業」が94億円で18.8％、「運輸業」が35億円で6.9％を占めている。以下、「製造業」が5.7％、「船舶所有者の事業」が

1.1％、「林業」が0.5％、「鉱業」が0.2％、「漁業」が0.1％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.0％となってい

る。（第４表） 

 

 

区　分　

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

　業　種 2年5月末 3年5月末 2年5月末 3年5月末 2年5月末 3年5月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 43,213,329 50,132,927 100.0 16.0 7,763,726 8,567,401 100.0 10.4 18.0 17.1

林 業 286,486 270,007 0.5 5.8 △   128,953 120,856 1.4 6.3 △   45.0 44.8

漁 業 78,347 61,255 0.1 21.8 △  4,083 2,856 0.0 30.1 △  5.2 4.7

鉱 業 190,274 119,773 0.2 37.1 △  4,238 2,665 0.0 37.1 △  2.2 2.2

建 設 事 業 31,629,727 33,385,565 66.6 5.6 6,198,659 7,405,631 86.4 19.5 19.6 22.2

製 造 業 2,269,575 2,871,745 5.7 26.5 158,792 176,224 2.1 11.0 7.0 6.1

運 輸 業 1,996,649 3,472,973 6.9 73.9 124,758 96,856 1.1 22.4 △  6.2 2.8

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
709,354 3,980 0.0 99.4 △  240,692 1,763 0.0 99.3 △  33.9 44.3

そ の 他 の 事 業 5,749,316 9,404,068 18.8 63.6 887,106 752,344 8.8 15.2 △  15.4 8.0

船舶所有者の 事業 303,601 543,561 1.1 79.0 16,446 8,205 0.1 50.1 △  5.4 1.5

構成比

対前年

同　期

増減率
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同　期
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第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


